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令和 8年度予算見積調書 課室名:

説明事業

雇用・人材戦略課
担当名: 働き方改革推進担当

内線: 3967 (単位：千円)
会計

P66 働きやすい職場環境づくり支援事業 一般会
計

労働費 労政費
項

労政総務費 就業環境整備促進事業費
番号 事業名

事 業
期 間

令和 6年度～ 根 拠
法 令

労働施策総合推進法第5条

款

針路 07
令和13年度 分野施策 0701

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

8
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　セミナーの開催やアドバイザー派遣を通じて、企業の
働き方改革の取組を支援し、働きやすい職場環境づくり
を推進する。
　また、優れた取組を広く周知することにより、県内企
業に働き方改革のノウハウを提供する。

　ア　働き方改革セミナー事業　　　　　  9,708千円
　イ　アドバイザー派遣事業　　　　　　 19,296千円
　ウ　情報発信事業　          　　　　　  544千円

（１）事業内容
　　ア　働き方改革セミナー事業　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           9,708千円
　　　　企業が抱える課題をテーマにセミナーを開催し、働き方改革が必要とされる理由やメリット、
　　　先進的な取組を実践する企業の事例を周知するとともに、企業が取組に着手する動機づけを図る。
　　イ　アドバイザー派遣事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19,296千円
　　　　働き方改革に取り組む企業にアドバイザーを派遣し、企業が抱える課題の解決を支援
    ウ  情報発信事業　　　　　　　　  　    　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　  　544千円
　　　　ポータルサイトからの情報発信により働き方改革の取組を推進

（２）事業計画
　　ア　働き方改革セミナー事業　働き方改革セミナー 4回
　　イ　アドバイザー派遣事業　　1社あたり上限5回まで
　　ウ　情報発信事業　　働き方改革ポータルサイト、テレワークポータルサイトの運営
　
　　【活動指標(アウトプット)】企業にアドバイザーを派遣(130社、340回)
 　 【成果指標 (アウトカム)】アドバイザー派遣により働き方の見直しや改善に取り組む企業の割合　R8年度　75％
　
（３）事業効果
　　・企業の働き方改革の推進
　　・誰もが働き続けられる社会の実現
　　・働きやすい環境の整備

２　事業主体及び負担区分
(県10/10)

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×3人=28,500千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比

決定額 29,548

前年額 28,415 28,415

― 産業労働部 66 ―

誰もが活躍し共に生きる社会の実現

29,548 1,133

就業支援と雇用環境の改善



 

事業名

単位事業名 予算額 9,708千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 9,708 0

合計 9,708 0

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

旅費 8 0 職員出張旅費

需用費 120 0 事務用消耗品費

役務費 80 0 文書発送費

委託料 9,500 0 働き方改革セミナー委託料

合計 9,708 0

事業内訳書

働きやすい職場環境づくり支援事業

働き方改革セミナー事業

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 19,296千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 19,296 1,133

合計 19,296 1,133

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

旅費 8 0 職員出張旅費

需用費 80 0 事務用消耗品費

役務費 75 0 文書発送費

委託料 19,133 1,133 アドバイザー派遣事業委託料

合計 19,296 1,133

アドバイザー派遣事業

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 544千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 544 0

合計 544 0

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 544 0 働き方改革ポータルサイト、テレワークポータルサイト運営費

合計 544 0

主な内容

情報発信事業

主な内容


